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付注 

 

 ここでは、第２章第３節の「第２－３－９図 農林水産物の輸出実績と 2021 年の潜在

需要」の計算方法について、蜂屋（2012）を参考に記す。 

 

輸出潜在需要の計算方法 

１）日本及びアジア各国・地域の所得分布の推計 

まず、沈（2006）93にならい、所得分布は対数正規分布曲線に沿うと仮定する。対数正

規分布曲線は下記の式のように表すことができる。 

𝑓𝑓(𝑥𝑥) =
１

�２𝜋𝜋𝜎𝜎𝑥𝑥
exp �−

1
2𝜎𝜎2

(log 𝑥𝑥 − 𝑚𝑚)2� 

上記の式において、標準偏差𝜎𝜎と中位所得Ｍの対数値𝑚𝑚が分かれば、所得分布曲線と特定
することができる。 

この際、対数正規分布曲線に基づいて計算されるジニ係数ＧはＧ=２×（標準正規分布

の𝜎𝜎 √2⁄ までの累積密度）－１と定義されることから、ジニ係数が分かれば、標準偏差𝜎𝜎を
計算することができる。 

また、対数正規分布では、平均所得𝛼𝛼、中位所得の対数値𝑚𝑚、標準偏差𝜎𝜎には 

𝛼𝛼 = exp �𝑚𝑚 +
𝜎𝜎2

2 � 

の関係があることから、平均所得𝛼𝛼と標準偏差𝜎𝜎が分かれば、中位所得Ｍの対数値𝑚𝑚が計
算でき、下記式から中位所得Ｍを計算することができる。 

𝑚𝑚 = lnＭ  
 所得分布の推計に使った各国のジニ係数と平均所得（購買力平価ベースの一人当たり

名目ＧＤＰ）、および、これらを使って計算した標準偏差と中位所得を付注図表１へまと

めている。また、推計された各国の所得分布を付注図表２へまとめている。 

  

                                                   
93 沈中元（2006）「所得分布曲線を利用した中国のモータリゼーションの予測」日本エネルギー経済研究所 
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付注図表１ 所得分布に使用したデータ 

 
（備考）国際連合「World Population Prospects」、IMF「World Economic Outlook Database」、CIA「The World Factbook」

により作成。 

 

付注図表２ 2015 年と 2021 年の各国・地域の所得分布の推計結果 

 

 

 

2015年 2021年 2015年 2021年 2015年 2021年

香港 0.537（’11） 56,701 71,202 33,087 41,550 1.0379 7,246 7,598

台湾 0.336（’14） 46,783 59,166 38,738 48,991 0.6143 23,486 23,873

中国 0.465（’16） 14,107 21,733 9,601 14,790 0.8774 1,397,029 1,428,481

韓国 0.341（’15） 36,511 47,176 30,050 38,828 0.6241 50,594 51,667

タイ 0.445（’15） 16,097 21,303 11,361 15,035 0.8348 68,658 69,498

ベトナム 0.376（’08） 6,024 9,065 4,738 7,129 0.6932 93,572 99,284

シンガポール 0.458（’16） 85,253 104,537 58,779 72,074 0.8624 5,535 5,992

フィリピン 0.444（’15） 7,254 10,341 5,129 7,311 0.8327 101,716 111,303

マレーシア 0.462（’09） 26,315 35,058 18,009 23,993 0.8709 30,723 33,289

インドネシア 0.368（’09） 11,126 15,848 8,846 12,600 0.6773 258,162 274,854

日本 0.379（’11） 38,054 44,574 29,801 34,907 0.6992 127,975 126,109

中位所得Ｍ（ドル）
ジニ係数Ｇ

平均所得α（ドル） 将来人口（千人）
標準偏差

香港 台湾

0.000

0.005

0.010

0.015

0.020

0.025

0.030

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

2015年の日本の平均所得超

2015年（日本）

2021年(台湾)

2015年(台湾)

（総人口＝１）

（万ドル）

0.000

0.005

0.010

0.015

0.020

0.025

0.030

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

2015年の日本の平均所得超

2015年（日本）

2021年(香港)

2015年(香港)

（総人口＝１）

（万ドル）

韓国中国

0.000

0.010

0.020

0.030

0.040

0.050

0.060

0.070

0.080

0 1 2 3 4 5

2015年の日本の平均所得超

2015年（日本）

2021年(中国)

2015年(中国)

（総人口＝１）

（万ドル）

0.000

0.005

0.010

0.015

0.020

0.025

0.030

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

2015年の日本の平均所得超

2015年（日本）

2021年(韓国)

2015年(韓国)

（総人口＝１）

（万ドル）

ベトナムタイ

0.000

0.010

0.020

0.030

0.040

0.050

0.060

0.070

0 1 2 3 4 5

2015年の日本の平均所得超

2015年（日本）

2021年(タイ)

2015年(タイ)

（総人口＝１）

（万ドル）

0.000

0.020

0.040

0.060

0.080

0.100

0.120

0.140

0.160

0 1 2 3 4 5

2015年の日本の平均所得超

2015年（日本）

2021年(ベトナム)

2015年(ベトナム)

（総人口＝１）

（万ドル）



116 

 

 
（備考）国際連合「World Population Prospects」、IMF「World Economic Outlook Database」、CIA「The World Factbook」

により作成。 

 

２）潜在需要の推計 

 １）の所得階層別の人口数がもたらす潜在需要の増加を計算する際、各階層がどの程

度の日本産食品への購買選好を有しているかを考慮している。まず、香港や中国におけ

る日本産食品の購入経験者数割合を各々の所得階層別にみると、所得が高くなるほど経

験者割合は高くなる（付注図表３）。こうした傾向は今後高まるかもしれないが、ここで

はアンケート実施時の値をそのまま用いている。具体的には、 

ⅰ）所得階層第一分位及び第二分位に相当する者の購入経験者割合は付注図表３のⅠの

値を設定 

ⅱ）所得階層第三、四、五分位に相当する者の購入経験者割合はそれぞれ付注図表３の

Ⅱ、Ⅲ、Ⅳの値を設定 

 なお、各国の所得階層の閾値は日本の５分位を用いているので共通である。 

これに加えて、購入経験者のうち、常連客になる比率も所得が高いほど大きくなると想

定し、次のように設定した。 

ⅰ）第一分位に相当する所得水準の者の常連客比率はゼロ 

ⅱ）第二分位以降の常連客比率は線形で上昇 

ⅲ）第二分位以降の常連客比率の平均値は日本政策金融公庫のアンケート結果に一致 

 以上より、第五分位の常連客比率（𝛾𝛾）は、アンケート結果の「今後、日本からの輸入
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品（日常用）を通常価格より高い値段で購入しても良い」と答えた割合であるＡ94との関

係が 

Ａ＝ �
１

４
𝛾𝛾 +
２

４
𝛾𝛾 +
３

４
𝛾𝛾 +
４

４
𝛾𝛾� ÷４ 

となることから、𝛾𝛾＝８
５
Ａとなるように設定した。 

 なお、ＮＩＥｓ（香港、台湾、韓国、シンガポール）とそれ以外（中国、タイ、ベトナ

ム、フィリピン、マレーシア、インドネシア）にグループ分けし、前者は香港、後者は中

国のアンケート結果から得られた購入経験者の割合を設定した。 

 上記により、各国・地域の総人口に占める常連客比率を日本の所得分位に対応した階

層別に計算し、その後、常連客比率の合計を１として所得分位別の比率を補正する。 

次に、2015 年の輸出実績額を 2015 年から 2021 年の各国の名目ＧＤＰ成長率見込みで

延伸し、常連客構成割合を基に所得分位ごとに輸出額を分割する。 

 所得分位ごとに分割した輸出額に、所得の上方シフトに伴う各所得分位の人口変化率

を掛けた数字を将来の潜在需要とし、その合計を各国・地域の将来の潜在需要とした。 

 
付注図表３ 日本の食品の購入経験者の割合 

          ≪中国≫                  ≪香港≫ 

 
（備考）日本政策金融公庫「中国消費者動向調査結果（平成 23 年 9.10 月調査）」により作成。 

  

                                                   
94  日本政策金融公庫「中国消費者動向調査結果（平成 23 年 9.10 月調査）」より、「今後、日本からの輸入品（日

常用）を通常価格より高い値段で購入しても良い」と答えた割合。香港 54.5％、中国 60.4％。 
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